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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類
連結注記表

計算書類
個別注記表

(2019年１月１日から2019年12月31日まで)

株式会社ピーエイ

連結計算書類の「連結注記表」並びに計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第●条の規
定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.pa-co-ltd.co.jp/）に掲載することによ
り株主のみなさまに提供しております。

表紙
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
連結子会社の数　９社
主要な連結子会社の名称

㈱アルメイツ
北京培繹諮詢有限公司
優迅艾克（瀋陽）貿易有限会社
㈱ハローコミュニケーションズ
PA VIETNAM CONSULTING COMPANY LIMITED
PA VIETNAM ADVERTISEMENT COMPANY LIMITED
トラバース㈱
㈱ピーエイケア
㈱PA エンタープライズ

㈱PA Global Partnersは2019年8月に清算手続が結了したことにつき、連結範囲から除外しておりま
す。
㈱PA エンタープライズは2019年7月1日に当社及び株式会社キレイコム及びその他４社による６社の
共同出資で日本企業に対するベトナム越境ECの支援事業を展開するために設立した会社であります。

⑵　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

該当事項はありません。
⑵　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社ピーエイケアの決算日は3月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ
ては、この会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その
他の連結子会社の決算日は連結会計年度と一致しております。

－ 1 －
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産
原材料及び貯蔵品
　貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用

しております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

③　長期前払費用
定額法を採用しております。
　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

⑶　繰延資産の処理方法
　　社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

⑷　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

－ 2 －
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②　賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して
おります。

⑸　退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。
当社は、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑹　のれんの償却方法及び償却期間
　　のれんの償却については、20年以内のその投資効果の発現する期間にわたって、定額法により償却し

ております。

⑺　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方
消費税は繰延消費税等とし、5年間で償却を行っております。

会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）に伴う、「会
社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号　平成30年３月26日）を当連結会
計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示
する方法に変更しました。

この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」（前連結会計年度
600千円）は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」452千円に含めて表示し
ております。

（連結損益計算書）
前連結会計年度において区分掲記しておりました「受取手数料」（当連結会計年度1,279千円）について

は、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。

－ 3 －
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前連結会計年度において区分掲記しておりました「助成金収入」（当連結会計年度4,284千円）について
は、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において区分掲記しておりました「持分法による投資利益」ついては、当連結会計年度にお
いては金額がゼロとなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において区分掲記しておりました「支払手数料」（当連結会計年度342千円）については、
金額が僅少となったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度において「その他」に含めておりました「雑損失」（前連結会計年度624百万円）について
は、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記しております。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 189,403千円
　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 11,229,800 － － 11,229,800

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 476,918 － － 476,918

３．剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の 総 額
(千円）

１ 株
当 た り
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年
２ 月 1 5 日
取 締 役 会

普通株式 32,258 ３円 2018年
12月31日

2019年
３月28日

－ 4 －
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
該当事項はありません。

４．当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

－ 5 －
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については、主に銀行借
入による方針であります。デリバティブは利用しておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金はそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　社債及び借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、社内規程に従い、営業債権については、請求担当部門が取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建金融商品は保有していないため、為替変動リスクはありません。投資有価証券については、市
況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 6 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）⒉　参照）。

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

(1)　現金及び預金 1,020,167 1,020,167 －

(2)　受取手形及び売掛金 139,586 139,586 －

資産計 1,159,753 1,159,753 －

(1)　支払手形及び買掛金 57,777 57,777 －

(2)　未払金 88,809 88,809 －

(3)　短期借入金 535,000 535,000 －
(4)　社債
　　(1年内償還予定の社債含

む）
80,000 80,245 245

負債計 761,586 761,831 245
（注）⒈ 金融商品の時価の算定方法

資産
(1)現金及び預金　(2)　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

負債
(1)　支払手形及び買掛金　(2)　未払金　(3)　短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。
(4)　社債

　当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リ
スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 7 －
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⒉ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 －

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資
産」には含めておりません。
なお、連結貸借対照表計上額は減損処理後の帳簿価額によっております。
⒊ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,020,167 － － －
受取手形及び売掛金 139,586 － － －

合計 1,159,754 － － －
　　　⒋ 社債、短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 535,000 － － － － －
社債
(1年内償還予定の
社債含む)

30,000 30,000 20,000 － － －

合計 565,000 30,000 20,000 － － －

－ 8 －
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 68円31銭
２．１株当たり当期純損失 △6円05銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他注記
（資産除去債務に関する注記）
1．資産除去債務の内容

営業所や商業施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２．支払発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件

使用見込期間を取得から２～15年と見積り、割引率は０～1.59％を使用して資産除去債務の金額を計算し
ております。

３．資産除去債務の総額の期中における増減内容

内訳 金額
期首残高 53,603
不動産賃貸契約に伴う増加額 4,050
時の経過による調整額 113
資産除去債務の履行による減少額 △374
期末残高 57,392

－ 9 －
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個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移
動平均法により算定）を採用しております。
時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
原材料及び貯蔵品
　貯蔵品は、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し
ております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
②　無形固定資産

定額法を採用しております。
　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

③　長期前払費用
定額法を採用しております。
　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

４．繰延資産の処理方法
社債発行費
　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

－ 10 －
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５．引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
　当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。期末において年金資産残高が退職給付見込額を超過し
ている場合は、超過額を前払年金費用として計上しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

－ 11 －
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 110,904千円
　　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
２．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 21,380千円
長期金銭債権 115,000千円
短期金銭債務 1,406千円

３．取締役等に対する金銭債権
長期金銭債権 30,000千円

４．関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
株式会社ハローコミュニケーションズ 10,000千円

損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高

売上高 5,796千円
売上原価 16,202千円
販売費及び一般管理費 9,698千円
営業取引以外の取引高 50,958千円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の

株式数（株）

普 通 株 式 476,918 － － 476,918

－ 12 －
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税効果会計に関する注記
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
繰越欠損金 64,255千円
関係会社株式評価損否認 3,062千円
関係会社出資金評価損否認 23,537千円
投資有価証券評価損否認 3,208千円
減損損失否認 12,544千円
投資損失引当金否認 4,602千円
資産除去債務否認
販促支援金の益金算入

4,040千円
24,220千円

その他 3,401千円
繰延税金資産小計 142,873千円
評価性引当額 △142,873千円
繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 1,385千円
前払年金費用 4,879千円
その他 429千円
繰延税金負債合計 6,694千円
繰延税金負債の純額 △6,694千円

－ 13 －
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関連当事者との取引に関する注記
当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)

割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子会社
㈱ハロー
コミュニ
ケーショ
ンズ

千葉県
成田市 7,900 情報サー

ビス事業 100.0
役員の兼任
２名及び派

遣２名

資金の回収 15,000 関係会社
長期貸付金 25,000

資金の貸付 15,000

事務作業代行
(注)1 18,573 未収入金 3,537

子会社 ㈱アルメ
イツ

新潟県
新潟市 20,000 人材派遣

事業 100.0 役員の兼任2名
及び派遣2名

事務作業代行
(注)1 10,538 未収入金 2,064

子会社 ㈱ピーエ
イケア

福島県
郡山市 44,000 保育事業 100.0 役員の兼任2名

及び派遣1名 資金の回収 60,000 関係会社
長期貸付金 60,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）業務内容を勘案し、両者協議の上で決定しております。

役員及び個人主要株主等

種類 氏名
議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関連当事者と
の関係

取引の内容
（注）1

取引金額
(千円)
(注）2

科目 期末残高
(千円)

役員 加藤博敏
 被所有

直接27.4
間接47.0

当社
代表取締役 資金の貸付 －

株主、役員又
は従業員に
対する長期

貸付金
30,000

（注）１.資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。
　　　　２.上記取引金額には消費税等は含んでおりません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 50円54銭
２．１株当たり当期純損失 △12円18銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 14 －

個別注記表




